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　本稿では、ウクライナ情勢の深刻化から見えてきた日
本経済や関西経済が直面する直接・間接的な影響とリス
クを主に貿易面から分析した。

ロシアのウクライナ侵攻に伴う直接的な影響は、
EU-ロシア間貿易に顕著にあらわれている。EUの

対ロシア輸入シェアは国際的に見ても高いが、品目別に
シェアをみれば、鉄類、石炭及び練炭、石油および同調整
品等、エネルギー関連財の対ロシア依存度が極めて高い。

一方、日本の対ロシア輸入シェアは米国とともに
全体的には低いが、品目別にシェアをみると木材、

非鉄金属、石炭や魚介類及び同調整品の依存度は相対
的に高い。このため、これらの財の輸入停止は、建設業、
エネルギー産業や飲食業に大きな影響を与えよう。関西
の対ロシア輸入依存度では、石炭、コークス及び練炭、天
然ガス及び製造ガス、魚介類及び同調整品が高く、なか
でも、石炭、コークス及び練炭の依存度は日本全体より
高くなっている。

貿易相手国の個別財貿易シェアと全体の貿易
シェアとの比較はサプライチェーンのリスク指標

となる。これらを用いた直接的影響の分析に加え、間接
的な影響把握が重要である。EU経済の減速は中国の対
EU輸出の減速を通じて中国経済への下押し圧力となる。
中国経済の減速は、対中貿易依存度の高い日本及び関
西経済にとっては、逆風となる。

ロシアのウクライナ侵攻の経済的影響を考える場
合、上述したように、直接的な影響と間接的な影

響を併せてサプライチェーンの見直しを図るべきであろう。

インド太平洋経済枠組み（ I n d o - P a c i fi c 
Economic Framework for Prosperity）

の議論がバイデン米国大統領訪日にあわせて展開され
た。この枠組みは関税交渉を含まないため、TPP11や
RCEPのような貿易拡大による経済拡大効果は期待でき
ないという議論もあるが、本分析が示唆するように日本
のサプライチェーンの政策転換を促進することで成長の
中長期的な課題解決への効果があると考えられる。

ロシアのウクライナ侵攻から見えてきた
関西経済の諸リスク
稲田 義久 （APIR研究統括兼数量経済分析センター長）、 野村 亮輔 （APIR研究員）、 吉田 茂一 （研究推進部員）
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ロシアと各国・地域の経済規模と貿易依存関係

▶ 全文はウェブサイトへ

　SDGsを2030年までに実現させるプラットフォームに位置づけ
られている2025年の大阪・関西万博の開催をにらみ、APIRでは
2019年度から「アジアビジネスにおけるSDGs実装化」プロジェ
クトを展開しています。そのなかでベトナムにおけるエビ養殖業を
具体的事例に取り上げ、サプライチェーン上の課題と解決策を議
論してきました。その結果、なによりも現場における社会課題の解
決が重要であり、それは現地におけるヒアリングからこそ得られる
との認識のもと、ベトナムのニャチャンでは地元政府、エビの養殖
業者ならびに加工・輸出業者、ホーチミンではエビ加工・輸出業
者ならびに小売り業者、国際的な支援機関にヒアリング調査を行
いました。ニャチャンではエビ養殖場も実際に見学しました。
　調査では、エビ養殖業者→仲買人→加工・輸出業者→小売り業
者→消費者というサプライチェーンのなかで、エビ養殖業者は仲買
人からの、加工・輸出業者は小売り業者からの、それぞれ要求に応
えていくことを起点とした課題が大きいことがわかりました。
　エビ養殖業者が抱えている課題としては、①稚エビの品質管
理、②餌や化学薬品の価格と品質の管理、③技術面での支援、④
エビの価格安定化と公表、⑤資金調達面の未整備、⑥物流の未

整備が指摘されました。一方、ニャチャンのエビ養殖業者は課題
と認識していないものの、持続可能性の観点からは、⑦水の管理
が十分でなく海水を汚染する可能性がある、⑧エビ養殖の規模
が小さいため効率化のみを重視している、⑨マングローブ林を破
壊し再生しようとしていない、⑩地域に雇用を生み出していない、
といった課題を見て取ることができました。また、加工・輸出業者
は⑪認証制度に関するコミュニケーションの重要性、⑫労働力不
足への対応（労働条件の向上）、⑬コスト削減圧力の高さ、小売り
業者は⑭トレーサビリティの重要性からそれを担保する監査の負
荷の大きさ、⑮認証にかかる費用の価格転嫁の難しさ、をそれぞ
れ自社の課題として指摘してくれました。国際支援機関からは、⑯
企業経営におけるフィロソフィーが重要であるが、日本企業はグ
ローバルな視点で見た場合、まだ十分でないといった指摘もあり
ました。

（長谷川 裕子）

ベトナム出張報告
～エビ養殖業サプライチェーンのSDGs実装化“Key”を探る～

　6月9日、タイ王国大阪総領事館経済担当領事ニットアナン・ブラナシリ氏、
経済部ラピーパン・カンブンシュー氏が来訪されました。「直近の日本・関西経
済の動向」や「ロシアのウクライナ侵攻がEU、中国、関西経済に及ぼす影響」、
「今後の日本の国内景気、国内消費や輸出の先行き」など、日本・関西経済の
現況について稲田義久研究統括より解説しました。その後、タイを含む東アジ
アや世界の経済情勢について意見交換を行い、ニットアナン・ブラナシリ領事
から、関西経済に関する貴重な話を聞くことができたとのコメントをいただき
ました。
　また、タイ王国大阪総領事館では、関西経済の情報収集にAPIRの関西経
済白書やホームページ、機関誌などの情報を活用しているとお聞きし、大変光
栄に感じている次第です。今後も、タイ王国大阪総領事館と良好な関係を続
けていきたいと思っています。

（井原　渉）

現地ヒアリングの様子

出張日：2022年9月11日（日）～17日（土）
参加者： リサーチリーダー： 後藤 健太（関西大学経済学部教授、APIR主席研究員）
 リサーチャー： 草郷 孝好 氏（関西大学社会学部教授）
  ＊佐井 亮太 氏（コーエイリサーチ＆コンサルティング主任コンサルタント）
  ＊佐藤　 寛 氏（アジア経済研究所上席主任調査研究員）
 事務局： 長谷川 裕子（APIR総括調査役）

左から2番目：ニットアナン・ブラナシリ 氏

自主研究プロジェクト「アジアビジネスにおけるSDGs実装化」

タイ王国大阪総領事館 経済担当領事 ご来訪

＊部分参加
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　本稿では、奈良県にかかわる観光基礎統計を用いて、
県の観光戦略が抱える課題に光をあて、3つの観光地域
づくり法人（以下、DMO）に注目し、その観光誘客効果を
分析した。

宿泊施設数をみれば、県全体の宿泊施設数は増
加傾向にある。うち、奈良市などを含むAエリアで

は増加しているが、吉野町などが含まれるDエリアでは減
少傾向で推移している。また、宿泊施設数をタイプ別にみ
れば、Aエリアでは旅館が減少する一方でホテルが増加
傾向で推移している。また、Dエリアでは旅館、簡易宿所
ともに減少している。

宿泊施設の定員数をみれば、Aエリアではホテル
の定員数の増加が全体の押し上げに寄与してい

るが、Dエリアでは旅館の減少が影響し、全体を押し下げ
ている。旅館の平均稼働率をみれば、Aエリア31.1%に
対し、Dエリア11.8%と極端な低水準にとどまっている。
これまで宿泊施設不足が課題であったが、この問題は県

北部では着実に解消されつつある。一方、県南部では低
稼働率と宿泊施設の不足は解消されていない。

外国人宿泊者比率は、WEST NARAエリアや吉
野町では着実に上昇しているが、奈良市のシェア

は圧倒的に高い。京都府の分析事例と同様に、集中して
いる地域からいかに他地域への周遊を促進させるかが今
後の課題となる。すなわち、県南部への宿泊を伴うプログ
ラムの造成が重要となろう。

このためにも、各DMOが行う誘客プロモーショ
ン及びコンテンツ開発は重要である。例えば、地

域の自然資源を活用した体験プログラムの造成などの、
県南部へ外国人観光客のみならず日本人観光客をも周
遊させる魅力的な仕組みづくりが一層重要となろう。そ
の際、外国人と日本人とに分けるだけでなく、外国人に対
しては国・地域ごとの嗜好に合わせて各地域がもつ強み
を訴求することが重要となろう。

稲田 義久 （APIR研究統括兼数量経済分析センター長）、 野村 亮輔 （APIR研究員）
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　本稿の目的は、大阪万博が開催された1970年以降の
50年にわたる関西経済の地盤沈下（経済のシェアの低
下）の原因を分析し、その反転の可能性を探ることにある。

関西経済のシェアは、大阪万博が開催された
1970年度に19.3%のピークを記録した後、2つ

の石油危機を経て1989年には16.2%にまで低下した。
1991年にシェアは17.1%と一時的に反転したものの、
1990年代後半には再び15%台に低迷し、今日に至って
いる。

2018年11月に博覧会国際事務局（BIE）総会で
25年国際博覧会の開催国に日本（大阪）が選ば

れたことは、これまでの関西経済の将来に対する鬱々と
した雰囲気を一変させた。このため、大阪・関西万博及び
IR関連投資による関西経済反転の可能性に大いに期待
が高まっている。

成長率方程式による分析から、関西経済の地盤
沈下の原因が相対的な投資不足にあることが分

かった。また関西の投資率（非住宅固定資本形成/域内

総生産）が1%ポイント上がれば、関西の実質成長率は
0.46%ポイント上昇する。具体的には、1兆円の投資増
は投資率を1.16%ポイント押し上げ、関西の経済成長率
を0.54%ポイント引き上げることになる。

日本経済が足下の潜在成長率で成長すると仮定
し、また、関西が全国を0.5%ポイント程度上回る

成長率で伸びるケースを仮定し、その場合の関西経済の
シェアを計算した。2030年度には16.2%、2040年度に
は17.1%に上昇し、1980年代前半の関西経済のシェア
を回復することになる。

2025年大阪・関西万博の開催とそれに伴う交
通インフラの整備、またその後に想定されている

IR関連投資は十分に1兆円を超えるものである。課題は、
大阪・関西万博やIRを端緒としていかに持続的に内外か
ら投資を呼び込めるかである。またいかに“儲かる産業”を
創出するかが課題となる。大阪・関西万博のレガシーとし
て世界に関西の魅力を認知してもらい、人材や資金の好
循環を実現することが重要である。今これを広く議論す
べきである。

関西経済の反転にむけて：
大阪・関西万博、IRを梃子に
稲田 義久 （APIR研究統括兼数量経済分析センター長）81
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DMOの観光誘客の取組とその効果（3）
－マーケティング・マネジメントエリアに着目した分析：奈良県の事例から－

出所：奈良県『奈良県宿泊統計調査』より筆者作成。
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■A: 奈良市、他
■B: 橿原市、明日香村、他
■C: 宇陀市、他
■D: 吉野町、天川村、他
■E: 五條市、十津川村、他
■F: 川上村、他
■  : 対象施設無

奈良県 分析対象エリア

▶ 全文はウェブサイトへ

▶ 過去の関連トレンドウォッチ
（1）京都府の事例

▶ 過去の関連トレンドウォッチ
（2）和歌山県の事例19
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関西経済反転のシナリオ：関西の成長率が日本の潜在成長率を0.5%ポイント上回るケース

※7月22日 読売新聞、7月27日 産経新聞に、本稿に関連する記事が掲載されました。

▶ 全文はウェブサイトへ

2021年度値は日本は実績
関西はAPIR推計


